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５．鉄筋コンクリート造建築物の調査と結果 

 

5.1 被害調査概要 

5.1.1 調査目的 

新潟県中越地震による鉄筋コンクリート（ＲＣ）造建築物の被害の特徴を把握するため

に、個別建築物の詳細調査を行う。本詳細調査の目的と対象として選定する個別建築物は

下記の 3 種類に分けられる。 

１）ＲＣ造建築物に見られる被害パターンやその特徴を把握し整理する 

対象建築物： 

・応急危険度判定で構造的な観点から「危険」と判定されたＲＣ造公共建築物 

・民間の建築物で被害の大きなＲＣ造建築物 

２）強震観測記録と建築物被害の関係を調査するための建築物側の基礎資料を得る 

対象建築物：強震記録が得られた付近のＲＣ造公共建築物（被害程度に拘わらずに調査） 

３）阪神淡路大震災でクローズアップされた中高層ＲＣ建築物の被害の有無について調

査する 

対象建築物：民間建築物の中層建築物 

 

5.1.2 調査者（○はグループリーダー） 

・ 国総研： 飯場正紀、犬飼瑞郎、後藤哲郎、諏訪田晴彦、野口和也 

・ 建 研：○福山 洋、斉藤大樹、加藤博人、向井智久、江藤博文 

・  

5.1.3 調査時期および範囲 

調査期間：平成 16 年 11 月 10～13 日 

調査範囲：小千谷市，北魚沼郡川口町，三島郡越路町，十日町市，南魚沼市，長岡市 

 

5.1.4 被害概要 

 新潟県中越地震の激震地と言われる小千谷市、川口町、越路町、十日町市における RC

造建築物の多くは学校や役所などの公共建築物であり、そのほとんどは 4 階以下の低層建

築物である。また、中高層建築物は病院建築物などに数棟見られた程度である。これらの

中で、中破以上の被害を受けた建築物は調査した範囲では 6 件 8 棟（5.2 節の建築物 A が 3

棟、B、C、F、G、J がそれぞれ１棟）であり、木造に比べると大きな被害を受けた建築物

の総数はさほど多くはない。 

 主要な被害としては、非構造壁が取り付き短柱となった柱のせん断破壊が顕著であり、

この他にも偏心により大きく振られた柱のせん断破壊や柱主筋の座屈を伴う曲げ破壊な

ど、いずれも柱の被害が多く見られた。これらのほとんどは、新耐震設計以前の建築物で

あり、従来の地震被害においても同様な被害が見られその脆弱性が指摘されてきたもので

ある。 
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5.2 調査結果 

 新潟県中越地震で被害が生じた RC 造建築物の被害パターンとしては、柱及び壁部材のせ

ん断破壊やせん断ひび割れに伴う損傷が多く見られた。その他には、中低層建築物の柱主

筋の座屈を伴う曲げによる損傷や短スパン梁のせん断破壊、非構造壁の大きなせん断ひび

割れ、偏心による柱のせん断破壊及び地盤変状に伴う建築物の傾斜等が確認された。調査

項目としては整備された強震観測地点付近の建築物の損傷調査についても行ったので、こ

こでは調査結果を以下の 5 つに分類して報告する。 

１）柱（おもに短柱）のせん断破壊が見られた建築物、2）中層建築物、3）偏心による被

害が見られた建築物、4）傾斜による被害が見られた建築物、5）強震観測点近傍の建築物 

なお、ここに示した建築物の一部については被災度区分判定基準に基づき被害の調査を

行った。その結果の概要は 5.3 を参照されたい。 

 

1）柱（おもに短柱）のせん断破壊が見られた建築物 

1.1)建築物Ａ 

 昭和 36 年竣工の普通教室棟（RC3 階建、塔屋有り）と、昭和 37 年竣工の管理，普通，

特別教室棟（RC3 階建、塔屋有り）および昭和 37 年竣工の特別教室棟（RC3 階建、塔屋有

り）の校舎 3 棟に、軽微～大破の被害が生じている（「5.3 部材の損傷度調査結果の概要」

参照）。なお、昭和 38 年竣工の給食室棟（S1 階建）や昭和 39 年竣工の屋内運動場（下部

RC+上部 S）には顕著な被害は生じていない。 

 校舎の部材に見られた具体的な損傷は、腰壁やたれ壁が取り付き短柱となったＲＣ造柱

のせん断破壊（写真 5.1）やせん断ひび割れで、特に特別教室棟の１階の柱は軒並みせん

断破壊しているという状況（写真 5.2、3）であった。なお、普通教室棟と管理・普通・特

別教室棟は平面及び立面において全く同じ構造である。 

平成 16 年の耐力度調査によると、コンクリートの設計基準強度は 18 N/mm2であり、コア

試験による実測強度は、普通教室棟が 21.4～35.7（平均 26.6）N/mm2、管理・普通・特別

教室棟が 13.0～22.9（平均 15.9）N/mm2、特別教室棟が 14.4～27.2（平均 18.7）N/mm2で

ある。 

 それぞれの棟の各階について、柱の損傷度調査を行った結果を 5.3.1）に示す。この結

果、普通教室棟は 1 階が中破、2 階が中破、3 階が小破、管理･普通･特別教室棟は 1 階が中

破、2 階が小破、3 階が軽微、特別教室棟は 1 階が大破、2 階が大破、3 階が小破であった。 

なお、特別教室棟では、短柱だけでなく、南側の比較的アスペクト比が大きな柱でもせ

ん断破壊が生じている。その理由として、他の棟よりも柱の主筋量が多いことがあげられ

よう。特別教室棟の柱は断面が 500×600mm、主筋は脚部が 28-22φ、頭部が 20-22φ、せ

ん断補強筋は 9φ-@150 であるが、普通教室棟と管理・普通・特別教室棟の柱は、断面が

500×500 mm 、主筋は脚部が 20～24-22φ、頭部が 14～16-22φ、せん断補強筋は 9φ-@150

である。 

 なお、本建築物については、今後耐力度調査の結果と実際の被害の関係についての詳細

な検討を実施する予定である。 
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1.2)建築物Ｂ（写真 5.4） 

 昭和40年代に竣工した2階建ＲＣ造に大破の被害が生じている。平面形状は矩形である。

本建築物は元は工場であったが、地震時は倉庫として利用されていた。なお、２階には重

量のある物品等は置かれていなかった。この建築物は短柱（柱主筋φ22、せん断補強筋φ9

・90 度フック・間隔は材中央で＠250 程度、端部は＠125 程度、クリアスパン 1500mm、断

面 600×600mm）のせん断破壊が顕著であり（写真 5.5）、柱部材の損傷度は外周部の短柱

はおおむねⅤで、室内側の柱はⅡ程度であった。また偶角部柱は壁が取り付いており、損

傷度が 0 という柱も存在していた。柱の損傷度調査の結果を 5.3.2）に示すが、1 層は大破

している。2 層も 1 層同様に大破と判断されるが、外周部の柱のうち階段室側の構面の柱

は損傷度 IV 以下であり、建築物の損傷が対称ではないことから、地震時に剛性偏心によっ

て建築物がねじれ挙動を起こしたものと推察される。 

 

 

    

写真 5.1 特別教室棟の１階廊下側      写真 5.2 特別教室棟の 1 階廊下側の被害

短柱のせん断破壊 

   

 写真 5.3 特別教室の 1 階教室側柱のせん断破壊 
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1.3)建築物Ｃ 

本建築物は、複数回の増築を重ねている。具体的には、昭和 43（3 階建て）、44 年（7

階建）、55 年（7 階建）、57 年（3 階建）、昭和 63 年（3 階建）、平成 2 年（4 階建）に

それぞれ建設されている。各建築物（病棟）はエキスパンションジョイントによってそれ

ぞれ独立した構造体となっている。上記構造物の中でも昭和 43 年の建築物（写真 5.6）は

もっとも損傷が大きく、1 階（600*600mm、主筋 29φ、せん断補強筋 9φ@300（端部はそれ

より多い）、90 度フック）及び 2 階の短柱がせん断破壊している（写真 5.7）。それ以外

の損傷としては昭和 44 年棟の短スパン梁のせん断破壊（写真 5.8、せん断ひび割れ幅は 1

階から上階へ順に 0.5、1.1、2mm 以上（かぶり剥落）、2mm 以上、0.7、0.45、0.4mm））

や梁端部の曲げひびわれ（写真 5.9）などが確認された。同棟の廊下部分の壁（壁厚 120mm、

鉄筋＠250 シングル配筋）にも顕著なせん断破壊が認められた（写真 5.10）。また昭和 55

年の建築物は非構造壁に大きな損傷が見られた（写真 5.11）。それ以外のいわゆる新耐震

基準に基づき設計された建築物の損傷度は極めて小さかった。建築物全体としては昭和 43

年の建築物の被災度は大破、昭和 44 年が小破、その他は軽微以下であると判断される。 

 

 

 

 

 

 

写真 5.4 建物 B（RC 造 2 階建倉庫）    写真 5.5 短柱のせん断破壊 
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写真 5.6 建築物 C の昭和 43 年 

竣工棟  

写真 5.7 昭和 43 年竣工棟の短柱の

せん断破壊 

 

写真 5.8 昭和 44 年竣工棟の 

短スパン梁のせん断破壊 

写真 5.9 昭和 44 年竣工棟の梁端の

曲げひび割れ 

 

写真 5.10 昭和 44 年竣工棟の壁部材の 

せん断破壊 

写真 5.11 昭和 55 年竣工棟の 

非構造壁部材の損傷 
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1.4)建築物Ｄ 

A.建築物概要 

建築物 D は、以下の複数の建築物から成る。 

a.管理及び普通教室棟 

RC 造 3 階建て、竣工 1965 年 

桁行方向 81.0m、張間方向 9.90m（階段室、トイレ等の出張りが 2 ヶ所ある）、 

延べ床面積 3、196m2、桁行方向：ラーメン構造、張間方向：耐力壁付きラーメン構造 

建築物の北半分については、鉄骨ブレース＋RC 造耐震壁増設＋壁柱増設による耐震補強工

事が 2004 年 8 月に実施されている。 

b.特別教室棟：RC 造 3 階建て、竣工 1969 年、桁行方向：ラーメン構造、張間方向：耐力

壁付きラーメン構造、耐震診断済み 

c.工業科棟：RC 造 3 階建て、竣工 1982 年 

d.農業科棟：RC 造 3 階建て、竣工 1984 年 

e.第１体育館 

2 階建て（1 階は RC 造、2 階は S 造）、竣工 1968 年、桁行方向 47.0m、張間方向 31.5m、 

桁行方向：ラーメン構造、張間方向：耐力壁付きラーメン構造 

f.第 2 体育館：2 階建て（1 階は RC 造、2 階は S 造）、竣工 1983 年 

g.周辺地盤 

敷地は平坦だが、第１体育館北側は高さ数メートルのがけ地になっており（隣の敷地が下

がっている）、擁壁が設置されている。 

 

B.被害概要 

管理及び普通教室棟：耐震補強工事が完了した建築物の北半分では（写真 5.12、13）、

東構面：鉄骨ブレース補強、中構面および階段室周辺：RC 造耐震壁増設、西構面：壁柱増

設）、被害は殆ど見られない。一方、補強工事を行っていない南半分では西構面の壁柱（腰

壁等の影響で短柱化）の多くの箇所にせん断ひびわれが発生しており、その内の 2～3 ヶ所

では大きくせん断破壊している。また、階段室周りや張間方向の耐力壁にもせん断ひびわ

れ（ひびわれ幅 2mm を超えるものもあり）が発生し、腰壁などにもひびわれの発生が見ら

れる（写真 5.14、15）。東構面の柱では、腰壁が柱部材よりも外側に張り出して取り付い

ている影響か、損傷は殆ど起きておらず、ラーメン架構である中構面にもひびわれの発生

は見られない。本棟の他、いずれの建築物においても、窓ガラスの破損は起きていなかっ

た（耐震補強部分は耐震サッシ）。 

管理及び普通教室棟と特別教室棟は渡り廊下で結ばれているが、その特別教室棟側のエキ

スパンションジョイント（EXP.J)部に衝突の跡が見られ（写真 5.16）、1 階短スパン梁に

はせん断ひびわれが発生している（写真 5.17）。特別教室棟、工業科棟では、階段室周り

の壁等に軽微な損傷が見られた程度で、大きな被害は発生していない。農業科棟も被害は

発生していないとの説明があった。 
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写真 5.12 耐震補強（鉄骨ブレース補強）   写真 5.13 耐震補強（RC 造壁増設）

   
写真 5.14 壁柱のせん断破壊 写真 5.15 耐力壁のせん断ひびわれ

（管理及び普通教室棟、2 階西構面）   （管理及び普通教室棟、1 階張間方向）

 

写真 5.16 EXP.J 部の被害           写真 5.17 短スパン梁のせん断ひびわれ

（管理及び普通教室棟～特別教室棟間）      （特別教室棟、EXP.J 部 1 階） 
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1.5)建築物Ｅ（写真 5.18） 

本建築物は平成 4 年竣工の 4 階建て建築物である。関係者の話では地盤はきわめて良好

とのことである。平面は矩形で中央部分は吹き抜けとなっており、その周りに廊下が配さ

れ、更にその外側に教室がある。吹き抜けに面する柱 A（3 階：600*450mm、主筋 6-D25（SD35）、

せん断補強筋 D13@100（SD30A）、クリアスパン 1800mm（実測値））および教室と廊下側の

間の柱（3 階：700*700mm、主筋 8-D25（SD35）、せん断補強筋 D13@100（SD30A）、クリア

スパン 1250mm（実測値））に腰壁が取り付き短柱 B となっている（写真 5.19）。3 階では

これらの短柱全てにせん断ひびわれが発生しており、その一部はせん断破壊（損傷度Ⅳ）

に至っている（写真 5.20、21）。なお、これらの柱と腰壁の間には構造スリットは設けら

れていない。一方、3 階でせん断破壊した柱の直下の 2 階柱の断面形状、クリアスパンは

同様であるが、柱 A の中には主筋量が増加（8-D25）しているものもあった。また柱 B は腰

壁との間に亀裂が確認され長柱化した傾向が確認され、いずれも損傷度はⅠ程度であった。

ちなみにコンクリートの設計基準強度は 21 N/mm2である。以上の調査結果を踏まえ柱の損

傷度調査を行った結果（5.3.3）参照）、建築物 3 層の被災度は中破に近い小破であった。

また体育館は 2 棟あり、一方は天井材が損傷しているが、落下するまでには至っていなか

った。 

本建築物については、今後非構造壁が取り付いた柱の設計時における取り扱い等につい

て検討していく予定である。 

             
写真 5.18 建築物Ｅ             写真 5.19 腰壁による柱の短柱化 

     

写真 5.20 中庭側の短柱のせん断破壊   写真 5.21 教室の短柱のせん断破壊 
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1.6)建築物Ｆ 

RC 造一部 3 階建て店舗である。柱（写真 5.22、23）や柱梁接合部に大きな損傷が見られ、

特に柱部材でせん断破壊し軸力保持能力を完全に喪失しているものも確認された。主筋、

せん断補強筋ともに丸鋼を用いている。また、ブロック造による間仕切壁が転倒していた。 

 

1.7)建築物Ｇ 

本建築物は一部 4 階建て RC造である。長辺方向の柱（写真 5.24）の 1階柱脚部のヒン

ジゾーン（写真 5.25）の主筋が座屈するなど激しく損傷し、曲げ降伏後にせん断破壊が生

じたものと推察される。 

 

 

        
写真 5.22 柱のせん断破壊     写真 5.23 柱頭部の損傷 

       

   

写真 5.24 長手方向の柱   写真 5.25 柱脚ヒンジゾーンの主筋座屈
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1.8)建築物Ｈ（写真 5.26） 

a.4 号館 

長辺方向 18 スパン、短辺方向 3 スパン（中廊下＋教室 2）の 4 階建て RC 造建築物であ

る。すでに鉄骨ブレースによる耐震補強が施されている。この補強は長辺方向の中央約 10

スパンにのみ施されており、入り口付近の補強されていない部分の１階柱にせん断ひび割

れが生じていた。このようなひび割れは屋内側でも約 2mm の幅で生じていた。上層階では

この被害は見られない。また補強部分（1 階）の柱数本にも同様に損傷度Ⅱ程度のせん断

ひび割れが見られた（写真 5.27）。今後、この損傷が震動によるものか、不同沈下などそ

れ以外の原因によるものかについて検討を要する。一方、このような補強された部分の被

害がどの程度まで許容されるかについては、今後の補強設計の目標と関連づけて検討して

いく必要がある。 

b.1 号館 

1 号館は昭和 38 年竣工の建築物であり、最上階にあたるペントハウスの 4 本の柱すべて

がせん断破壊（写真 5.28）していた。鉄筋は丸鋼（主筋径 19mm、帯筋径約 9mm）を用いて

おり柱脚部で計測した帯筋間隔は 300mm であった。 

c.6 号館（H13 年 建築） 

各階の耐力壁の外壁タイルが剥落しているほか、1 階の耐力壁にはせん断ひび割れも生

じている。建築物内部の柱脚部には顕著な曲げひび割れが生じていた。 

 

 

 

 

 

 

  
写真 5.26 屋内柱のせん  写真 5.27 補強された柱の   写真 5.28 柱のせん断

断ひび割れによる損傷   せん断ひび割れ          破壊（ペントハウス）
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2）中層建築物 

ここでは 6 階建ての建築物 I と 7 階建ての建築物 C について報告するが、この他にも、4

～7 階の間柱にせん断ひびわれが発生した 10 階建の中層建築物が確認された。 

2.1)建築物 I 

この建築物は、RC 造 1 階～6 階建ての部分によって構成されている。最も古い部分は、

1971 年竣工の病棟であり、外来棟は 1987 年竣工、新病棟(3 階建て)が 1989 年以降竣工で

ある (被災度区分判定シートの“2．被災部分のスケッチ、所見等のメモなど”参照)。 

調査は、1971 年竣工の病棟を中心に行い、最も損傷度の大きな柱のある 2F について柱の

損傷度調査を実施（5.3.4）参照）した。以下に被害概要を示す。 

・病棟(6 階建て、1971 年竣工)2 階の南西角の柱の主筋が座屈（写真 5.29）している。そ

の主筋は D22、フープは丸鋼φ8 ㎜@130。フープの定着は 90°フックで、定着長さは 6d(d

はフープ筋径)と思われる。 

・主筋の圧接部に、鉄筋破断（1 ヶ所）が見られた。この圧接部のコブは非常に小さい(写

真 5.30)。 

・病棟 2 階外壁の傾斜：検長 1、000 ㎜において、北に 3.5 ㎜、西に 2 ㎜。 

・病棟 2 階外壁の南西角の柱脚部で、仕上げが浮き上がっていたことから、そのすぐ内側

のコンクリートが圧壊していることも考えられる(写真 5.31)。 

・病棟 2 階南西角の病室の床で、不陸を計測した。検長 1、000 ㎜において、座屈した柱の

周辺：西が 2 ㎜下がり、南に 4 ㎜下がり。床中央付近：南に 6 ㎜下がり。中廊下：北に 3

㎜下がり。 

・その他、2 階の柱、壁において、ひび割れが認められ。東側側面の柱にもせん断ひび割

れが生じた。 

 この病棟の 2 階南西角の柱の下の 1 階柱は、断面が 2 階柱よりも 2 倍程度大きく、ひび

割れが発生しているのみで、被害は小さかった。1 階で断面が大きくしてあるのは、6 階建

て病棟に隣接している 1 階建て病棟の階数を建て増す計画があったためと思われる。ガラ

スには、ひび割れ等の損傷が見られなかった。 
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2.2) 建築物Ｃ 

1.3)参照 

 

 

 

 

 

 

   

写真 5.29 6 階建病棟の 2 階南西 

角の柱 

写真 5.30 2 階南西角の柱の詳細  

(中央が主筋圧接部の破断箇所) 

 

写真 5.31 2 階南西角の柱の外側 

(仕上げが浮き上がっている) 

(写真中央から手前に向かって、1F 

柱を屋上まで延長させた部分が見 

える。) 
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3）偏心による被害が見られた建築物 

3.1)建築物Ｊ 

 本建築物は昭和 41 年竣工の RC 造 4 階建ての建築物であり、商店街の十字交差点の角地

に建つ複合商業ビルである。通りに面する構面には壁が少なく、背面の階段室側に偏在し

ているため平面的に偏心した建築物である。1 階の通りに面する柱の多くはせん断破壊し

ており（写真 5.32）、特にメインストリート側となる建築物の短辺方向の柱では主筋が座

屈し、顕著な軸変形が見られる。また、外柱だけではなく内柱にも軸変形を伴うせん断破

壊が見られた。2 階以上の構造躯体の被害については、仕上げ材の存在により未確認であ

る。その他の被害としては、屋上に設置された煙突の外装材（ブロック）が剥がれ落ちて、

隣棟へ被害を与えていた。 

 

3.2) 建築物 B 

1.2)参照 

 

4）傾斜による被害が見られた建築物 

4.1）建築物Ｋ1 号棟、2 号棟  

平成 6 年竣工の 4 階建 RC 壁式構造建築物で外観からのみの詳細調査を行った。1 号棟及び

2 号棟共に上部構造への被害はほとんど見られなかった。しかし両建築物とも布基礎の一

部に破損（写真 5.33）が見られた。また不同沈下により基礎部分が最大で約 20cm 沈下し

ており一号棟は南方向（短辺方向）に約 1/30 傾斜、東西方向（長辺方向）には傾斜はほと

んど見られない。二号棟は南方向（短辺方向）に約 1/50 傾斜している。東西方向（長辺方

向）には傾斜は見られない。1 号棟 2 号棟とも窓ガラスが割れるなどの被害は無かった 

 

 

 

 

 

 

    

写真 5.32 建築物 J の柱のせん断破壊    写真 5.33 基礎の破壊状況 
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5）強震観測点近傍の建築物 

K-NET 小千谷観測点（写真 5.34）近傍の建築物として建築物 L と建築物 M、JMA 小千谷観

測点近傍の建築物として建築物 N、建築物 O、建築物 P（やや離れてはいるが）、JMA 川口

観測点近傍の建築物として、建築物 Q、建築物 R の詳細調査を実施した。今後これらの結

果を基に、強震記録と被害との関連について検討する予定である 

5.1）建築物 L 

 地上 3 階建ての学校建築物で、平面はコの字型（エキスパンションジョイントはなし）

である。2 列の直線部分は片廊下式の教室であるが、柱数（スパン数）は異なっており、

スパン数の少ない構面にある柱の損傷度が比較的大きい。詳細調査の結果、いくつかの柱

に損傷度Ⅱのせん断ひびわれ（写真 5.35）が生じているものの、ほとんどの柱は損傷度Ⅰ

以下であり、建築物としての被災度は小破であった。柱の損傷度調査の結果を、5.3.5）に

示す。また、渡り廊下の接続部分で衝突による破壊が確認された（写真 5.36）。 

 

                                         

  

写真 5.34  K-NET 小千谷観測点      

    

写真 5.35 柱のせん断ひび割れ   写真 5.36 渡り廊下接続部の衝突 
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5.2）建築物 M 

地上 4 階建て、事務所・会議室および大ホール（4 階までステージ上部吹き抜け）を有

する公共建築物で昭和 48 年に竣工された建築物である。ステージ上部の照明は落下の危険

性があったため撤去されていた。詳細調査の結果、一部非構造壁に 2mm 程度のひび割れが

あったが、構造部材である柱は全ての階において損傷度Ⅰ以下であった。その結果、本建

築物の被災度（5.3.6）参照）は軽微と判断された。また、隣接の建築物との間に設置され

ていた渡り廊下が地盤変状のため大きく傾斜していた。なお、本建築物の基礎は直接基礎

である。 

 

5.3）建築物 N 

本建築物は、RC 造 4 階建て（ペントハウス有り）で、昭和 44 年に竣工され、平成 8 年

には耐震診断が実施されている。被害は建築物周囲に 10cm ほどの陥没やそれに伴う基礎部

の損傷、非構造壁のせん断ひび割れ、ガラス破損一箇所、内部の階段室の打ち継ぎ部に亀

裂、１階正面の柱 3 本に 0.2mm ほどの曲げひび割れなどが見られたが、被災度は軽微と判

断された。また、屋上室外機が 20cm ほど移動していたが、使用上の支障はないとのこと。

被害が少ない理由の一つとして、１階に間仕切り壁が多く、小部屋で仕切られているため、

剛性・耐力が高いことが考えられる。 

 

5.4）建築物 O 

本建築物は RC 造 3 階建て（ペントハウス有り）で昭和 62 年に竣工している。その裏に

は RC 造 5 階建ての訓練棟が有り、両建物ともに上部構造物は無被害であった。基礎は両建

築物とも杭基礎であるが建築物周辺の地盤変状が顕著で、部分的に 20cm 以上の陥没が見ら

れ、車両の出入口にも 10cm ほどの段差が生じていた。また、下げ振りで計測したところ、

訓練棟が 1/500～1/200 程度、傾いているようであるが、杭基礎の被害の有無は不明である。

なお、地震直後には室内のほとんどの家具が移動・転倒したとのことである。 
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5.5）建築物 P 

北校舎（RC 造 3 階建て、昭和 43 年建設）、南校舎（RC 造 3 階建て、昭和 50 年建設）、

東体育館（鉄骨造、昭和 46 年建設）、西体育館（鉄骨造、昭和 59 年建設）が中庭を囲む

ように配置されている。東体育館は調査時は避難所として使用されていた。 

柱の損傷度調査の結果を 5.3.7）に示す。被害は、北校舎の１階柱にせん断ひび割れ（14

スパンのうち、損傷度Ⅳの柱が１本（写真 5.37）、損傷度Ⅲの柱が 3 本）が見られ、北校

舎と南校舎をつなぐ中廊下の Exp.J 部にも損傷が見られた。南校舎は 1 階柱の 3 本ほどが

損傷度Ⅱ程度と軽微。北校舎は応急補強なしに使用されている。 

東体育館は避難所に使用されており、外観のみチェック。外壁の一部が剥がれている。西

体育館は天井ブレースのたわみが観察されたが、大きな被害はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

写真 5.37 1 階柱のせん断ひび割れ 
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5.6）建築物 Q 

昭和 54 年竣工の 3 階建 RC ラーメン構造建築物の本館とその数年後に竣工したと思われ

る 3 階建の別館について詳細調査を行った。外観及び一部内部の目視による調査を行った

が構造部材への被害はほとんど見られず被害は軽微であった。またその他の被害として鉄

骨の片持梁の玄関庇が損傷（写真 5.38）、また本館と別館との間のエキスパンション（写

真 5.39、40）が損傷していた。また別館が目視で傾いていたため計測したところ西方向に

約 1/100、北方向に約 1/200 傾斜していた。本館、別館とも窓ガラスが割れるなどの被害

は無かった。 

 

 

 

                                    

写真 5.38 庇の損傷 

    

写真 5.39 エキスパンション部分     写真 5.40 エキスパンション損傷状況 

（室内 2 階） 
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5.7）建築物 R 

昭和53年竣工の2階建RCラーメン構造建築物で外観及び内部からの詳細調査を行った。

調査結果、雑壁のせん断ひび割れ（写真 5.41）及び外壁の開口偶角部付近のひび割れ（写

真 5.42）が見られたが妻壁（写真 5.43）や柱などの構造部材には大きなひび割れ等はほと

んど見られず被害は軽微であった。その他、窓ガラスが割れるなどの被害も無かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

写真 5.41 外壁亀裂状況（雑壁）       写真 5.42 開口部亀裂（2 階丸窓） 

 

写真 5.43 外壁亀裂状況（妻壁） 
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5.3 部材の損傷度調査結果の概要 

 5.2 に調査結果を示した建築物のうちいくつかについて、平成 13 年日本建築防災協会発行の「震

災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」に基づく部材の損傷度調査を行った。ここで

示す部材の損傷状況の記録は今後、強震記録と被害程度の関係を検討していく上で不可欠な情報で

ある。本節には、このような観点で行った調査結果の概要を示す。 
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5.3.1）建築物A 

1．建築物概要 

1.1 建築物名称   建築物 A 普通教室棟                      
1.2 建築物所在地  新潟県越路町                          
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  １階  方向：□短辺方向  ■長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：■不要（建物全体で判定する） 

□必要（ゾーニングした区画を平面図などで明示し、区画ごとに判定する） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 ( 26 ) + (   ) + (   ) + (   ) + (   ) = ( 26 )  
調査部材数 ( 24 )① + (   )② + (   )③ + (   )④ + (   )⑤ = ( 24 )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( 24 ) = Aorg
損傷度０ ( 5 ) + (   ) + (   ) + (   )×2 + (   )×6 = ( 5.0 ) = A0
損傷度Ⅰ ( 7 )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (   )×5.7 = ( 6.65 ) = A1
損傷度Ⅱ ( 5 )×0.6 + (   )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + (   )×3.6 = ( 3.0 ) = A2
損傷度Ⅲ ( 7 )×0.3 + (   )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (   )×1.8 = ( 2.1 ) = A3
損傷度Ⅳ (   )×0 + (   )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = (   ) = A4
損傷度Ⅴ (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj = ( 16.75 ) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)8.69(=100×
)0.24(
)75.16(

=100×
A

A
=R

org

j∑
 

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） □軽微（95≦R＜100） □小破（80≦R＜95） 
■中破（60≦R＜80） □大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
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2．被災部分のスケッチ、所見等のメモなど 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

階段室 階段室普通教室 普通教室 普通教室 普通教室 普通教室

4,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 4,000

58,000

2
,
5
0
0

7
,
0
0
0 9
,
5
0
0

００ ０ II I ０ I I I I II I II

不明 不明II III III III III III ０ III II III I

建物Ａ（普通教室棟１階）

階段室 階段室普通教室 普通教室 普通教室 普通教室 普通教室

4,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 4,000

58,000

2
,
5
0
0

7
,
0
0
0 9
,
5
0
0

０ II III ０ ０ I III ０ ０ ０ ０ ０ I

I０III０III不明 III III II II ０ III ０

建物Ａ（普通教室棟２階）

階段室 階段室普通教室 普通教室 普通教室 普通教室 普通教室

4,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 4,000

58,000

2
,
5
0
0

7
,
0
0
0 9
,
5
0
0

不明 II II I II I II II III II III I ０

I II I I I I I I I I I I ０

建物Ａ（普通教室棟３階）
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1．建築物概要 

1.1 建築物名称   建築物 A 管理・普通・特別教室棟                
1.2 建築物所在地                                  
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  １ 階  方向：□短辺方向  ■長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：■不要（建物全体で判定する） 

□必要（ゾーニングした区画を平面図などで明示し、区画ごとに判定する） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 ( 26 ) + (   ) + (   ) + (   ) + (   ) = (   )  
調査部材数 ( 21 )① + (   )② + (   )③ + (   )④ + (   )⑤ = (   )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( 21 ) = Aorg
損傷度０ (   ) + (   ) + (   ) + (   )×2 + (   )×6 = (   ) = A0
損傷度Ⅰ ( 11 )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (   )×5.7 = (10.45) = A1
損傷度Ⅱ ( 5 )×0.6 + (   )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + (   )×3.6 = (3.0) = A2
損傷度Ⅲ ( 2 )×0.3 + (   )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (   )×1.8 = (0.6) = A3
損傷度Ⅳ ( 2 )×0 + (   )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = ( 0 ) = A4
損傷度Ⅴ ( 1 )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj =( 14.05  ) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)9.66(100
)21(

)05.14(100 =×=×= ∑
org

j

A
A

R  

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） □軽微（95≦R＜100） □小破（80≦R＜95） 
■中破（60≦R＜80） □大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
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1．建築物概要 

1.1 建築物名称  建築物 A 特別教室棟                      
1.2 建築物所在地                                  
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  1 階  方向：□短辺方向  □長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：□不要（建物全体で判定する） 

□必要（ゾーニングした区画を平面図などで明示し、区画ごとに判定する） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 (24 ) + (   ) + (   ) + (   ) + (   ) = (   )  
調査部材数 (24 )① + (   )② + (   )③ + (   )④ + (   )⑤ = (   )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( 24) = Aorg
損傷度０ (   ) + (   ) + (   ) + (   )×2 + (   )×6 = (   ) = A0
損傷度Ⅰ (2)×0.95 + ( )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (   )×5.7 = ( 1.9) = A1
損傷度Ⅱ (2)×0.6 + ( )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + (   )×3.6 = ( 1.2) = A2
損傷度Ⅲ (3)×0.3 + (   )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (   )×1.8 = ( 0.9) = A3
損傷度Ⅳ (12)×0 + (   )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = ( 0 ) = A4
損傷度Ⅴ (5)×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj =(4.0 ) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)67.16(100
)24(
)0.4(100 =×=×= ∑
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j
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R  

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） □軽微（95≦R＜100） □小破（80≦R＜95） 
□中破（60≦R＜80） □大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
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2．被災部分のスケッチ、所見等のメモなど 
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5.3.2）建築物B 

1．建築物概要 

1.1 建築物名称  建築物 B １階           
1.2 建築物所在地  小千谷市                            
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  １ 階  方向：□短辺方向  ■長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：□不要（建物全体で判定する） 

■必要（１階部分の判定） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 ( 18 ) + (   ) + (   ) + (   ) + (   ) = (   )  
調査部材数 ( 18 )① + (   )② + (   )③ + (   )④ + (   )⑤ = (   )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( 18 ) = Aorg
損傷度０ ( 2 ) + (   ) + (   ) + (   )×2 + (   )×6 = ( 2 ) = A0
損傷度Ⅰ ( 0 )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (   )×5.7 = ( 0 ) = A1
損傷度Ⅱ ( 7 )×0.6 + (   )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + (   )×3.6 = (4.2) = A2
損傷度Ⅲ ( 2 )×0.3 + (   )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (   )×1.8 = (0.6) = A3
損傷度Ⅳ ( 3 )×0 + (   )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = (0) = A4
損傷度Ⅴ ( 4 )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj =(6.8) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)8.37(100
)18(
)8.6(100

A
A

R
org

j =×=×= ∑  

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） □軽微（95≦R＜100） □小破（80≦R＜95） 
□中破（60≦R＜80） ■大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
2．被災部分のスケッチ、所見等のメモなど 
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1．建築物概要 

1.1 建築物名称  建築物 B ２階           
1.2 建築物所在地                                  
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  １ 階  方向：□短辺方向  ■長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：□不要（建物全体で判定する） 

■必要（２階部分の判定） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 ( 18 ) + (   ) + (   ) + (   ) + (   ) = (   )  
調査部材数 ( 18 )① + (   )② + (   )③ + (   )④ + (   )⑤ = (   )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( 18 ) = Aorg
損傷度０ (   ) + (   ) + (   ) + (   )×2 + (   )×6 = (   ) = A0
損傷度Ⅰ ( 5 )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (   )×5.7 = (4.75) = A1
損傷度Ⅱ ( 7 )×0.6 + (   )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + (   )×3.6 = (4.2) = A2
損傷度Ⅲ ( 0 )×0.3 + (   )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (   )×1.8 = (0) = A3
損傷度Ⅳ ( 2 )×0 + (   )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = (0) = A4
損傷度Ⅴ ( 4 )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj =(8.95) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)7.49(100
)18(
)95.8(100 =×=×= ∑

org

j

A
A

R  

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） □軽微（95≦R＜100） □小破（80≦R＜95） 
□中破（60≦R＜80） ■大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
2．被災部分のスケッチ、所見等のメモなど 
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5.3.3）建築物E 

1．建築物概要 

1.1 建築物名称  建物 E 3,4 階    
1.2 建築物所在地  南魚沼市              
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  ３ 階  方向：□短辺方向  ■長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：□不要（建物全体で判定する） 

■必要（１階部分の判定） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 ( 18 ) + ( 46 ) + ( 0 ) + ( 0 ) + ( 0 ) = ( 64 )  
調査部材数 ( 18 )① + ( 46 )② + ( 0 )③ + ( 0 )④ + ( 0 )⑤ = ( 64 )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( 64 ) = Aorg
損傷度０ ( 0) + ( 6 ) + (   ) + (   )×2 + (   )×6 = ( 6 ) = A0
損傷度Ⅰ ( 8 )×0.95 + ( 33 )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (   )×5.7 = ( 38.95) = A1
損傷度Ⅱ ( 2 )×0.6 + ( 7 )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + (   )×3.6 = (6.45) = A2
損傷度Ⅲ ( 1 )×0.3 + ( 0 )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (   )×1.8 = (0.3) = A3
損傷度Ⅳ ( 7 )×0 + ( 0 )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = (0) = A4
損傷度Ⅴ ( 0 )×0 + ( 0 )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj =(51.7) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)8.80(=100×
)64(
)7.51(

=100×
A

A
=R

org

j∑
 

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） □軽微（95≦R＜100） ■小破（80≦R＜95） 
□中破（60≦R＜80） □大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
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2．被災部分のスケッチ、所見等のメモなど 
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5.3.4）建築物I 

1．建築物概要 

1.1 建築物名称   建物 I ６階建て病棟                      
1.2 建築物所在地  十日町市                            
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  ２階  方向：✔短辺方向  □長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：□不要（建物全体で判定する） 

✔必要（ゾーニングした区画を平面図などで明示し、区画ごとに判定する） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 ( １０) + (   ) + (   ) + (   ) + ( １５) = (   )  
調査部材数 (  ４)① + (   )② + (   )③ + (   )④ + ( １３)⑤ = (   )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( ８２) = Aorg
損傷度０ (  0) + (   ) + (   ) + (   )×2 + (  0)×6 = (  0 ) = A0
損傷度Ⅰ (  1)×0.95 + (   )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (  2)×5.7 = ( 12.4) = A1
損傷度Ⅱ (  0)×0.6 + (   )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + ( 10)×3.6 = ( 36.0) = A2
損傷度Ⅲ (  2)×0.3 + (   )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (  0)×1.8 = (  0.6 ) = A3
損傷度Ⅳ (  1)×0 + (   )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (  0)×0 = (  0 ) = A4
損傷度Ⅴ (  0)×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (  1)×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj =(   49.0) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)60(100
)82(
)49(100 =×=×= ∑
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j

A
A

R  

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） □軽微（95≦R＜100） □小破（80≦R＜95） 
✔中破（60≦R＜80） □大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 - 123 -

2．被災部分のスケッチ、所見等のメモなど 
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図１ 建物Ｆの配置図 
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5.3.5）建築物L 

1．建築物概要 

1.1 建築物名称    建築物 L                         
1.2 建築物所在地   新潟県小千谷市                        
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  １階  方向：□短辺方向  ■長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：■不要（建物全体で判定する） 

□必要（ゾーニングした区画を平面図などで明示し、区画ごとに判定する） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 ( 57 ) + ( 13 ) + (   ) + (   ) + (   ) = ( 70 )  
調査部材数 ( 55 )① + ( 12 )② + (   )③ + (   )④ + (   )⑤ = ( 67 )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( 67 ) = Aorg
損傷度０ (   ) + (   ) + (   ) + (   )×2 + (   )×6 = (   ) = A0
損傷度Ⅰ ( 50 )×0.95 + ( 12 )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (   )×5.7 = ( 58.9  ) = A1
損傷度Ⅱ ( 5 )×0.6 + (   )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + (   )×3.6 = (  3  ) = A2
損傷度Ⅲ (   )×0.3 + (   )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (   )×1.8 = (   ) = A3
損傷度Ⅳ (   )×0 + (   )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = (   ) = A4
損傷度Ⅴ (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj =(  61.9  ) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)4.92(=100×
)0.67(
)9.61(

=100×
A

A
=R

org

j∑
 

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） □軽微（95≦R＜100） ■小破（80≦R＜95） 
□中破（60≦R＜80） □大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
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5.3.6）建築物 M 

1．建築物概要 

1.1 建築物名称  建物 M     
1.2 建築物所在地  小千谷市              
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  4 階  方向：□短辺方向  ■長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：□不要（建物全体で判定する） 

■必要（１階部分の判定） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 ( 0 ) + ( 21 ) + ( 0 ) + ( 0 ) + ( 0 ) = ( 21 )  
調査部材数 ( 0 )① + ( 21 )② + ( 0 )③ + ( 0 )④ + ( 0 )⑤ = ( 21 )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( 21 ) = Aorg
損傷度０ ( 0) + ( 0 ) + (   ) + (   )×2 + (   )×6 = ( 0 ) = A0
損傷度Ⅰ ( 0 )×0.95 + (21 )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (   )×5.7 = ( 19.95) = A1
損傷度Ⅱ ( 0.)×0.6 + ( 0 )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + (   )×3.6 = ( 0 ) = A2
損傷度Ⅲ ( 0 )×0.3 + ( 0 )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (   )×1.8 = ( 0 ) = A3
損傷度Ⅳ ( 0 )×0 + ( 0 )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = ( 0 ) = A4
損傷度Ⅴ ( 0 )×0 + ( 0 )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj =(19.95) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)95(=100×
)21(

)95.19(
=100×

A
A

=R
org

j∑
 

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） ■軽微（95≦R＜100） □小破（80≦R＜95） 
□中破（60≦R＜80） □大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
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2．被災部分のスケッチ、所見等のメモなど 
 
部材の損傷度はⅠ以下であった。
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5.3.7）建築物P 

1．建築物概要 

1.1 建築物名称  建築物 P 北校舎                        
1.2 建築物所在地  新潟県小千谷市                        
1.3 上部構造の耐震性能残存率 Rによる判定 
 ① 被害の最も激しい階と方向  １ 階  方向：□短辺方向  ■長辺方向 
 ② ゾーニングの要否：■不要（建物全体で判定する） 

□必要（ゾーニングした区画を平面図などで明示し、区画ごとに判定する） 
 ③ 構造部材の損傷度調査結果 ※（  ）内にそれぞれの柱本数や壁枚数を記入し合計を計算する。 

「両側柱付き壁」は、1 スパン分を 1 枚と数える。 

 せん断柱  曲げ柱  柱なし壁  片側柱 
付き壁 

 両側柱 
付き壁 

 合計  

総部材数 ( 33 ) + (   ) + (   ) + (   ) + (   ) = (   )  
調査部材数 ( 24 )① + (   )② + (   )③ + (   )④ + (   )⑤ = (   )  

 ①×1 + ②×1 + ③×1 + ④×2 + ⑤×6 = ( 24 ) = Aorg
損傷度０ (   ) + (   ) + (   ) + (   )×2 + (   )×6 = (   ) = A0
損傷度Ⅰ (16)×0.95 + (   )×0.95 + (   )×0.95 + (   )×1.9 + (   )×5.7 = (15.2) = A1
損傷度Ⅱ ( 3 )×0.6 + (   )×0.75 + (   )×0.6 + (   )×1.2 + (   )×3.6 = (1.8) = A2
損傷度Ⅲ ( 4 )×0.3 + (   )×0.5 + (   )×0.3 + (   )×0.6 + (   )×1.8 = (1.2) = A3
損傷度Ⅳ ( 1 )×0 + (   )×0.1 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = (0) = A4
損傷度Ⅴ ( 0 )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 + (   )×0 = 0 = A5

543210∑ +++++= AAAAAAAj =(18.2) 

 ④ 耐震性能残存率 R 

)8.75(100
)24(

)35.15(100 =×=×= ∑
org

j

A
A

R  

 上部構造の耐震性能残存率 Rによる被災度区分 
□無被害（R＝100） □軽微（95≦R＜100） □小破（80≦R＜95） 
■中破（60≦R＜80） □大破（R＜60）  □倒壊（崩壊・落階等によりほぼR≒0 とみなせる） 
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5.4 現在の所見と今後の検討項目 

新潟県中越地震によって、鉄筋コンクリート造建築物には柱（特に短柱）や壁のせん断破壊や、

中低層建物の柱脚部ヒンジゾーンの主筋座屈を伴う損傷や短スパン梁のせん断破壊、偏心による

被害、非構造部材の損傷などが比較的古い（新耐震以前の）建築物に見られた。これらは1968年

の十勝沖地震以降、度々観察され報告されてきた被害項目であり、耐震補強の重要性を改めて示

すものである。特に、腰壁やたれ壁などが取り付き短柱化した柱のせん断破壊で損傷度Ⅴのもの

も多く見られ、このような脆弱な軸力支持部材の性能改善が特に重要であるといえる。また短柱

のせん断破壊については新耐震基準に基づく建築物にも見られたため、非構造部材が取り付き短

柱化した柱の設計時における取り扱いを確認する必要がある。また、建築物の傾斜も確認された

が、これが何に起因するものであるかの検討も必要である。 

今回の地震では、激震地に耐震補強された建築物が少なからず存在したことが特徴である。そ

れらの建築物の中には損傷が生じたものも見られたが、そのほとんどは同一建築物の中でまだ耐

震補強が施されていない部分に見られたものであり、改めて補強の適切さと重要性を認識させた。

なお、一部の建築物では、補強を施した部分の柱にもせん断ひび割れ等の損傷が見られた。これ

については、まずその被害原因（震動によるものか不同沈下等、別の要因によるものか）を特定

する必要がある。なお、耐震補強設計は倒壊防止を目的として実施されている場合も多く、その

場合はある程度の損傷の発生は予測されるため、耐震補強の要求性能レベルについては所有者と

設計者との間で適切な判断がなされる必要がある。 

今後は、今回の調査でまとめられた各建築物の被災状況を、強震記録と関係づけて解析的に検

討するほか、耐力度調査や耐震診断結果等とも総合的な比較を行い、地震動と建築物被害の関係

についてまとめる予定である。 

 


